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研究要旨： 

本研究の全体目的は、災害発生時に緊急作業や復旧・復興作業に従事する労働者の安

全・健康の確保を図るための産業保健専門職に必要なコンピテンシーを明らかにすることで

ある。1 年目である平成 30（2018）年度は災害時の保健医療職のコンピテンシーに関する文

献レビューと、熊本地震で被災した事業場に所属する産業保健専門職へのインタビュー調査

を実施した。2 年目である令和元（2019）年度は、インタビュー調査と質問紙調査にて、産業

保健専門職がとらえる災害時に必要なコンピテンシーを明らかにした。最終年度である令和 2
（2020）年度は、これらの研究の結果から、災害時に必要な産業保健専門職のコンピテンシ

ーを整理し、教育研修や自己啓発等で活用可能な教材としてのコンピテンシーリストの開発

を研究目的とした。 
インタビュー調査では、8 名の対象者に半構造化面接を実施し、災害発生時から復旧・復

興に至るフェーズに応じた産業保健の実践について語りを得た。データ分析の結果、29 のサ

ブカテゴリ、9 つのカテゴリが抽出された。質問紙調査では、郵送法を用いた無記名自記式調

査を実施した。日本産業衛生学会産業衛生専門医、指導医ならびに産業保健看護専門家

制度の上級専門家、専門家、あわせて 1,117 名に対して調査票を配布し、334 通(回収率

29.9%)返送があった。このうち「災害対応経験あり」と答えた 97 名を分析対象とした。探索的

因子分析の結果、因子負荷量が低いなどの理由で 7 項目が除外され、残りの 22 項目につ

いて、最尤法を用いプロマックス回転にて分析した。3 因子が抽出され、第 1 因子＜組織調

整力＞、第 2 因子＜状況に応じた実践力＞、第 3 因子＜産業保健専門職としての一貫

性＞と命名された。 
質問紙調査で明らかになった 3 因子 22 項目のコンピテンシー項目をもとに、「状況に応じ

た実践力」9 項目、「組織調整力」10 項目、「産業保健専門職としての一貫性」3 項目、そし

て、因子分析において因子負荷量等から削除した 7項目のうち、項目分析で天井効果を示し

ていた 4 項目を加え、合計 26 項目のコンピテンシー項目を一覧にし、現在の自分自身のコ

ンピテンシーを自己評価できるよう 5 段階評価としコンピテンシーリストを作成した。 
コンピテンシーリストの活用場面として、災害に備えて自己研鑽の資料として自己のコンピ

テンシーのレベルを確認すること、また、災害時に自己の対応や実践を振り返る資料としての

活用が想定できる。本研究の知見が、災害時に高いパフォーマンスを生み出す産業保健専

門職の現任教育ツール等をはじめとして広く活用されることを期待する。 
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A. 研究目的 
日本国内で発生する災害は、自然災

害、工場爆発、テロリズム、犯罪などそ

の種類は様々であり、近年、気象災害の

激甚化・頻発化が指摘されている。災害

や危機発生時における企業の事業継続

計画（Business Continuity Plan：以下 
BCP）策定は、2011 年の東日本大震災

を契機にその普及が進んでいるが、企

業規模・業種にかかわらず BCP 策定の

さらなる普及と策定したBCPの有効性

検討、改善が求められている (岡田 , 
2017)。大規模災害発生時にその対応に

従事する労働者は、特定企業の労働者

に留まる場合から、自治体職員、医療機

関や多くの企業の労働者を巻き込んだ

事態に至る場合がある (Mori et al., 
2014; 五十嵐侑 & 森晃爾, 2015)。危機

に対応する労働者の健康を確保するた

めには、国、地域、企業レベルで産業保

健機能を確保した統一的な基本モデル

（All-hazardモデル）を構築する(高橋・ 
久保・森, 2018;豊田・久保・森, 2016)と
ともに、事業場で産業保健専門職が機

能するために、危機管理組織に産業保

健機能を位置づけ危機発生時の準備を

行うこと、災害時の産業保健活動に対

応できる人材の育成が喫緊の課題であ

る（森，2018）。 
産業保健専門職は、事業者・労働者に

よる主体的な健康確保のための取り組

みを支援する役割を有する(日本産業衛

生学会生涯教育委員会・日本産業衛生

学会, 2005)が、災害発生時は時間の経

過とともに変化する多様な労働者の安

全と健康に関するリスクに柔軟に対応

することが求められており、その知見

は昨今のさまざまな大規模自然災害の

経験を通じて蓄積されている(Anan, 
Mori, Kajiki, & Tateishi, 2018;  
Tateishi et al., 2015)。 
災害時に事業場の復旧・復興を支援

するための効果的・効率的な産業保健

サービスの提供を実現するためには、

それらが機能する前提となる産業保健

専門職が持つべき知識、スキル、行動特

性などのコンピテンシー(Spencer & 
Spencer, 2008)を向上させるような備

えをしておく必要がある。コンピテン

シーとは、心理学者のマクレランドが

1970 年 代 に 提 唱 した 概 念 (D. C. 
McClelland, 1973)で、高業績につなが

る行動特性として定義されている(DC 
McClelland & Dailey, 1972; Spencer, 
Spencer, 梅図・成田・横山, 2001)。先

行研究では、災害時や危機管理時にお

ける保健医療職のコンピテンシーとし

て、保健所長(Tachibana, Takemura, 
Sone, Segami, & Kato, 2005)や自治体

保健師(岩瀬・宮崎・石丸, 2016; 若杉・ 
鈴木・仲村・伊藤・川村, 2017; 祝原・ 
齋藤, 2012)、公衆衛生業務従事者(橘, 
2006; 橘 et al., 2011)、災害派遣精神医

療チームのメンバー(福井・田中・加藤, 
2017)など様々な職種を対象として、災

害発生直後から災害サイクル別の各期、

平常時など災害発生の時間軸に沿った

コンピテンシーが具体的に検討されて

いた。しかし、産業保健専門職を対象に

災害時に必要なコンピテンシーについ

て明らかにしている研究はみあたらな

い。 



本研究の全体目的は、災害発生時に

緊急作業や復旧・復興作業に従事する

労働者の安全・健康の確保を図るため

の産業保健専門職に必要なコンピテン

シーを明らかにすることである。 
研究 3 年目の本年度は、これまで実

施した熊本地震被災事業場に所属する

産業保健専門職へのインタビュー調査

結果(吉川ら., 2021)と産業保健専門職

1,117 名を対象に実施した質問紙調査

の結果(Yokogawa., et al., 2021)を統合

し、災害時に産業保健専門職に必要な

コンピテンシーを整理した。そして、こ

れらの研究で明らかになった知見を用

いてコンピテンシーリストを開発した。 
本研究の目的は、災害時に必要な産

業保健専門職のコンピテンシーを明ら

かにし、コンピテンシーに基づく教育

研修や自己研鑽で活用可能なコンピテ

ンシーリストを開発することである。 
 
B. 研究方法 
1. コンピテンシーリストの開発 

以下の手順に沿って、コンピテンシー

リストを開発した。 
① これまでの調査のまとめ 
  平成 30（2018）年度から令和元（2019）

年度にかけて実施したインタビュー調

査と質問紙調査の結果を概観し、この 2
つの研究で明らかになった災害時に必

要な産業保健専門職のコンピテンシー

の要素や側面を一覧にし、整理した。 
② コンピテンシー枠組みと要素の決定 

①において整理したコンピテンシー

の共通性や相違点に着目しつつ、その

特徴について検討した。 

③ コンピテンシーを評価するための評

価基準の検討 
既存のコンピテンシーリストや教育

評価で用いられている評価基準等をレ

ビューし、本研究で開発するコンピテ

ンシーリストに適切な評価基準を検討

した。 
④ コンピテンシーリストの作成 

上記の検討で整理されたコンピテン

シー一覧をリスト化し、かつ自己評価

を書き込める記入欄を設けて、コンピ

テンシーリストを作成した。 
2. 研究期間ならびにデータ収集期間 

研究期間は、2020 年 4 月から 2021 年

3 月末日まで、データ収集期間は 2020 年

4 月から 2021 年 2 月末日とした。 
3. データ収集方法 

インタビュー調査、質問紙調査は平成

30（2018）年度から令和元（2019）年度

にかけて実施した本研究の分担研究デー

タを使用した。 
評価基準の検討に関しては、平成 30 年

に実施した文献レビューにて収集した文

献の中でコンピテンシーリストが掲載さ

れていたものの中でデータを収集した。

これに加えてインターネット検索、ハン

ドリサーチで実践能力を評価するための

指標などを検索した。 
4. 倫理的配慮 

コンピテンシーリスト開発は既存の研

究知見や文献等の知見を用いるため倫理

審査委員会の申請は行っていない。イン

タビュー調査（2018－083）と質問紙調査

（2019-081）については、それぞれ日本

赤十字看護大学研究倫理審査委員会の承

認を得て実施した。 



 
C. 結果 
1. これまでの調査のまとめ 
(1) インタビュー調査結果のまとめ 
インタビュー調査では、29 のサブカテ

ゴリ、9 つのカテゴリ、4 つのコアカテゴ

リが抽出された（表 1）。1 つめのコアカ

テゴリは産業保健実践を支える【アセス

メント力】であり、「①災害によって生じ

る健康への影響を総合的に把握して本質

を見抜く」「②時間経過とともに変わる状

況を適切に把握しながら業務の優先順位

をつける」のカテゴリから構成された。2
つめのコアカテゴリは、状況に柔軟に応

じて産業保健実践を継続する【実践力】と

して「③自身の安全や健康を確保しつつ、

できることから取り組み始める」「④状況

に柔軟に対応しながら効率的な方法を工

夫し産業保健実践を継続する」から構成

された。３つめのコアカテゴリは産業保

健チーム内あるいは事業場・組織に対す

る組織的活動における【調整力】である。

「⑤産業保健チームとして各々の役割を

発揮できるよう環境を整える」「⑥災害時

における組織内での産業保健部門の立ち

位置を調整しネットワークを活用するか

ら構成された。４つめのコアカテゴリは

【災害発生の備え】であり、「⑦産業保健

専門職の基盤となる個人特性を備え持つ」

「⑧社員や会社との信頼関係を築く」「⑨

災害時の経験を今後の産業保健実践につ

なげる」にて構成された。 
(2) 質問紙調査結果のまとめ 

質問紙調査ではインタビュー調査で明

らかになった 29 のコンピテンシーを用

いて記述統計と因子分析にてコンピテン

シーの特徴と構造を探索した。 
項目分析では、16 項目が天井効果（平均

値＋1SD＞5（最大値））を示した。天井項

目は、回答者が各コンピテンシーに関し

て「非常に必要である」「必要である」と

回答した割合が高い項目であり、災害時

に必要な産業保健専門職のコンピテンシ

ーとして、必要性が高い項目として回答

者の合意を得られた項目であると判断し

た。そのため、天井効果を示した 16 項目

は削除することなく、すべての項目を用

いて因子分析を行った。 
因子分析の分析過程で因子負荷量が低い

値を示した項目を削除し、最終的に 22 項

目 3 因子構造とした。 
第1因子は＜組織調整力＞であり、「産

業保健チーム内での情報共有のしくみ

を取り決め実施する」「産業保健チーム

メンバーを信頼し任せる」「産業保健チ

ームメンバーの能力や特性を見極めつ

つ役割分担する」「産業保健チーム内で

相互に支えあう環境をつくる」等、10 項

目から構成された。情報共有の仕組みを

整え、産業保健チーム内で各々の役割を

発揮できるような環境を整えること、組

織内での意思決定を引き出すための戦

略やネットワーク活用など、産業保健専

門職として効率的な実践が行えるよう

な組織内調整に関する項目が含まれて

いた。 
第 2 因子は＜状況に応じた実践力＞

で、9 項目から構成された。「災害対応に

おける指示命令系統を確認し、役割分担

して業務にあたる」「刻々と変わる状況

を的確にアセスメントし、時間経過とと

もに起こり得る産業保健上のリスクを



洗い出す」「災害が社員や事業場に及ぼ

す影響を長期的な面も含めて理解する」

等、時間の経過とともに変化する情勢や

状況を先読みしながら業務の優先順位

をつけ、災害急性期だけではなく、復旧・

復興、さらには平時にもつながる長期的

な視点での産業保健実践を継続するた

めのコンピテンシーが含まれていた。 
第3因子は＜産業保健専門職としての

一貫性＞で、「災害時の経験を平時の産

業保健実践に活かす」「被災者である自

身の状況も考慮しながら職務を果たす」

「産業保健専門職としての役割を適切

に認識し、専門職として一貫した姿勢を

持つ」の 3 項目で構成された。自身の安

全や健康を確保しながら責務を果たす、

産業保健専門職としての基盤となる一

貫した姿勢に関するコンピテンシーが

含まれていた。 
因子分析では項目として削除された

が、天井効果を示していた項目は、「災害

によって生じる社員の健康問題の背景

を総合的に理解し、問題の本質を見抜く」

「被災者である社員の気持ちや状況を

敏感に察知して共感する」「災害フェー

ズや状況に柔軟に対応しながら効率的

な産業保健活動をすすめる」「自分の特

性や限界を理解した上で選択する」の 4
つであった。 

(3) 2 つの調査のまとめ 
 インタビュー調査から、4 つのコアコン

ピテンシーとして、【アセスメント力】、

【実践力】、【調整力】【災害発生の備え】

が明らかになった。 
質問紙調査から、22 項目のコンピテン

シーは＜組織調整力＞＜状況に応じた実

践力＞＜産業保健専門職としての一貫性

＞の要素に分かれることが明らかになっ

た。また、因子分析からは削除されたが、

「災害によって生じる社員の健康問題の

背景を総合的に理解し、問題の本質を見

抜く」「被災者である社員の気持ちや状況

を敏感に察知して共感する」「災害フェー

ズや状況に柔軟に対応しながら効率的な

産業保健活動をすすめる」「自分の特性や

限界を理解した上で選択する」の 4 つの

項目は回答者からコンピテンシーとして

必要である、と回答するものが多かった

項目であった。 
 
2. コンピテンシー枠組みと要素の決定 
 コンピテンシーの枠組みとして、97 名

の災害産業保健実務経験者が回答した結

果を分析した質問紙調査を基盤に検討し

た。 
まず、コンピテンシーの要素として、＜

組織調整力＞＜状況に応じた実践力＞＜

産業保健専門職としての一貫性＞の 3 つ

を決定した。その後、因子分析からは削除

されたが回答者が「必要である」と回答し

た割合が高い天井効果を示した 4 項目を

加えて合計 26 項目をコンピテンシーリ

ストに採用することとした。 
インタビュー調査で明らかになったコ

アコンピテンシーの【アセスメント力】と

【実践力】は＜状況に応じた実践力＞に、

【調整力】は＜組織調整力＞に、下位項目

の違いはあるが、要素として包含される

ことを確認した。また、【災害発生の備え】

はサブカテゴリの 1 つである「産業保健

専門職の基盤となる個人特性」により特

化した形で＜産業保健専門職としての一



貫性＞に含まれることが確認できた。 
 
3. コンピテンシーを評価するための評

価基準の検討 
 平成 30（2018）年度に実施した文献レ

ビューにて検索した文献から、保健師教

育におけるミニマム・リクワイアメンツ

に関する調査研究(若杉ら., 2017)と健康

危機管理コンピテンシーの習得レベルに

関する研究(橘, 2006; 橘・橘, 2007)につ

いて整理した。 
(1) 保健師教育におけるミニマム・リク

ワイアメンツ 

 全国保健師教育機関協議会が作成した

保健師教育の継続的な評価のための指標

である(一般社団法人全国保健師教育機関

協議会, 2014)。厚生労働省が示した「保

健師に求められる実践能力と卒業時の到

達目標と到達度」を基に、卒業時までに学

生が必ず習得する最低限の技術を示した

もので、到達レベルを評価する。その評価

指標は、「Ⅰ．少しの助言で自立して実施

できる」「Ⅱ．指導のもとで実施できる」

「Ⅲ．学内演習で実施できる」「Ⅳ．知識

としてわかる」である。 
(2) 健康危機管理コンピテンシーの習得

レベル 

橘らが行った健康危機管理コンピテン

シーに関するデルファイ法調査 (橘 , 
2006)にて用いた習得レベルに関する指

標である。「実践で応用できる」「理解して

いる必要あり」「知っている必要あり」「習

得の必要なし」の４つの段階が設定され

ている。 
また、これらの調査で開発したコンピ

テンシーを研修プログラムに用いた際に、

コンピテンシーの保有自覚として「よく

備えている」「まあまあ良く備えている」

「普通には備えている」「あまり持ってい

ない」「ほとんど持っていない」の 5 段階

を設定していた(橘・橘, 2007)。 
そのほか、ＷＨＯグローバルコンピテ

ンシーモデルでは、“effective behaviours” 
と“ineffective behaviours”として枠を設

定し、各コアコンピテンシーに対して、具

体的な実践やふるまいを挙げるものもあ

った (佐甲隆 , 野呂千鶴子 , & 伊藤薫 , 
2008)。 

これらのコンピテンシーの評価基準を

もとに、本研究で開発したコンピテンシ

ーリストの評価基準について検討した。

まずは、本研究におけるコンピテンシー

リストは、自己評価を前提として評価指

標を検討することとした。そして、すでに

産業保健活動では一定のレベルを担保し

ている者が用いることが想定され、専門

職の姿勢を示す基本的なコンピテンシー

も含まれていることから「できている」

「できていない」ではなく、「実践できて

いる」ことを前提として、どの程度実践で

きているのかを評価する項目設定とした。 
最終的に以下の評価指標を用いること

とした。 
５．独立して十分に実践できる 
４．部分的に独立して実践できる 
３．助言を受けながら実践できる 
２．助言を受けながら部分的に実践で

きる 
１．知識として理解できる 
 

4. コンピテンシーリストの作成 
 質問紙調査の因子分析で検討した 3 因



子 22項目と因子分析では削除されたが天

井効果を示していた 4項目を加えた 26項

目を災害時に必要な産業保健専門職のコ

ンピテンシーリストとして一覧にした

（図 1、２）。 

 コンピテンシーリストの活用場面とし

て、①災害に備えた平時での自己研鑚の

資料として、また、②災害時に自己の産業

保健活動を振り返る資料としての 2 点を

想定し、これらの活用場面についての説

明をリストに加えた。コンピテンシーリ

ストは上記のような場面で、自身の実践

を振り返りながら自己評価し、自身の強

みを確認、また、強化すべき点を確認する

ために用いることができる。すなわち、自

己研鑽のツールとして、また、研修プログ

ラム等の学習効果確認ツールとしても活

用が可能である。 

 
D. 考察 

本研究では、災害時に産業保健サービ

スが効果的に提供されるために、産業保

健専門職が備えるべき知識、スキル、行動

特性等、または高い成果をあげるための

職務遂行能力である「コンピテンシー」を

リスト化し、自己研鑽や教育研修等で活

用できるツールを開発した。 

災害時は、災害発生時から復旧・復興期

までの長期にわたり、時間経過とともに

変わる状況に柔軟に対応しながら、的確

なアセスメントや実践力が求められる

(Tateishi et al., 2015)。しかし、災害

はいつ発生するか予測が不可能なこと、

状況依存性が高く再現性が難しいことか

ら、経験の伝承や共有が難しいことも指

摘できる(五十嵐・森，2015)。質問紙調査

の結果からも、災害時の対応が一定の実

践経験を担保している専門医や産業保健

看護専門家であっても、稀有な体験であ

ることが示された。繰り返し経験する機

会がほとんどない災害時の産業保健活動

において、有事に備えて日ごろから知識

や技術、実践力を磨いておくことは大変

重要な課題である。 
 加えて、災害のような非日常的で、危機

的な状況においては、その場の判断で決

めなければならないことや、本来であれ

ば実施すべきことを後回しにせざるを得

ないなど、柔軟で突発的な行動力を求め

られる。法令順守に基づく実践を基盤と

する日本の産業保健システムにおいて、

災害発生時は事業場のニーズや要請に対

して優先順位を意識しながらも、自らの

判断で優先課題を設定することも求めら

れる。これらの産業保健活動の取捨選択

や優先順位の決定に至る思考過程に産業

保健専門職としてのスタンスや価値観が

影響を与えていることが示唆された。 
産業保健専門職としての一貫性を保ち、

組織調整力や柔軟な実践力を養成するこ

とを目標に、臨場感があるシミュレーシ

ョンスタイルの教育やグループワークを

活用した判断や考え方を相互に学びあう

アクティブラーニング、災害発生時に短

時間で内容が理解できるシンプルなマニ

ュアルやガイドの開発が必要と考える。 
  
E. 結論 

質的・量的側面から検討された災害時

に必要な産業保健専門職のコンピテンシ

ーを整理し、コンピテンシーリストを開

発した。刻一刻と状況が変わる災害発生



時から復旧・復興期までの長期的な視座

を持つ、産業保健専門職としての基盤と

なる職業倫理観や価値観をも包括した幅

広い概念から構成される本コンピテンシ

ーリストを用いて、今後は、このコンピテ

ンシー・ベースの教育プログラムの開発

や展開が期待される。 
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表 1 インタビュー調査で明らかになった災害時に必要な産業保健職のコンピテンシー29 項目 
コアカテゴリ カテゴリ サブカテゴリ 

アセスメント力 

災害によって生じる健康への影響を 

総合的に把握して本質を見抜く 

災害によって生じる社員の健康問題の背景を総合的に理

解し、問題の本質を見抜く 

被災者である社員の気持ちや状況を敏感に察知して共感

する 

災害が社員や事業場に及ぼす影響を長期的な面も含めて

理解する 

時間経過とともに変わる状況を適切

に把握しながら業務の優先順位を 

つける 

刻々と変わる状況を的確にアセスメントし、時間経過とともに

起こり得る産業保健上のリスクを洗い出す 

必要な情報やデータを可能な範囲で収集し分析に活かす 

潜在しているニーズを抽出し社員や会社に伝達する 

今ある資源や機動力を見積り優先順位をつけて業務を組み

立てる 

実践力 

自身の安全や健康を確保しつつ、 

できることから取り組み始める 

被災者である自身の状況も考慮しながら職務を果たす 

今自分ができることをまずはとにかく実行する 

緊急時に連絡を取り合う手段と方法を整備する 

状況に柔軟に対応しながら効率的な 

方法を工夫し産業保健実践を継続 

する 

災害対応における指示命令系統を確認し、役割分担して業

務にあたる 

確実に社員に情報が伝わる仕組みや工夫を考え実践する 

災害フェーズや状況に柔軟に対応しながら効率的な産業

保健活動をすすめる 

調整力 

産業保健チームとして各々の役割を 

発揮できるよう環境を整える 

産業保健チームの活動の効果があがるよう目標と方向性を

合わせる 

産業保健チームメンバーの能力や特性を見極めつつ役割

分担する 

産業保健チームメンバーを信頼し任せる 

産業保健チーム内での情報共有のしくみを取り決め実施す

る 

産業保健チーム内で相互に支えあう環境をつくる 

組織内での産業保健部門の立ち位

置を調整しネットワークを活用する 

事業場が求めている産業保健部門の立ち位置をすりあわせ

る 

事業場の被災状況・復興状況を把握し、組織の意思決定を

引き出すための戦略を練る 

災害時であっても社員や会社の自主性を促せるよう働きか

ける 

目的達成に役立つネットワークを活用・構築する 

災害発生の備え 

産業保健専門職の基盤となる個人 

特性を備え持つ 

産業保健専門職としての役割を適切に認識し、専門職とし

て一貫した姿勢を持つ 

自分の言動や判断を内省し、次につなげる 

自分の特性や限界を理解した上で選択する 

社員や会社との信頼関係を築く 平時より社員や会社から信頼される関係性を築く 

災害時の経験を今後の産業保健  

実践につなげる 

災害時の経験で得た気づきや知見を記録に残す 

災害時に産業保健部門の力が最大限に発揮できるよう備え

る 

災害時の経験を平時の産業保健実践に活かす 

 
  



表 2  災害時に必要な産業保健専門職のコンピテンシー質問紙調査 項目分析の結果 

災害時に必要な産業保健専門職のコンピテンシー（29 項目*1） 平均   ±SD 
平均 

+1SD 
平均 
-1SD 

災害によって生じる社員の健康問題の背景を総合的に理解し、問題の本質を見抜く＊ 4.58 ±  0.69 5.27 3.89 

被災者である社員の気持ちや状況を敏感に察知して共感する・・・＊ 4.48 ±  0.54 5.03 3.94 

災害が社員や事業場に及ぼす影響を長期的な面も含めて理解する 4.59 ±  0.54 5.12 4.05 
刻々と変わる状況を的確にアセスメントし、時間経過とともに起こり得る産業保健上の

リスクを洗い出す 4.54 ±  0.69 5.23 3.84 

必要な情報やデータを可能な範囲で収集し分析に活かす 4.22 ±  0.70 4.91 3.52 

潜在しているニーズを抽出し社員や会社に伝達する 4.51 ±  0.71 5.21 3.80 

今ある資源や機動力を見積り優先順位をつけて業務を組み立てる 4.22 ±  0.77 4.98 3.45 

被災者である自身の状況も考慮しながら職務を果たす 4.33 ±  0.75 5.08 3.58 

今自分ができることをまずはとにかく実行する・・・＊ 3.91 ±  0.89 4.80 3.02 

緊急時に連絡を取り合う手段と方法を整備する 4.46 ±  0.72 5.19 3.74 

災害対応における指示命令系統を確認し、役割分担して業務にあたる 4.55 ±  0.60 5.14 3.95 

確実に社員に情報が伝わる仕組みや工夫を考え実践する 4.28 ±  0.84 5.12 3.44 

災害フェーズや状況に柔軟に対応しながら効率的な産業保健活動をすすめる・・・＊ 4.36 ±  0.74 5.10 3.62 

産業保健チームの活動の効果があがるよう目標と方向性を合わせる 4.03 ± 0.76 4.79 3.27 

産業保健チームメンバーの能力や特性を見極めつつ役割分担する 4.18 ±  0.82 4.99 3.36 

産業保健チームメンバーを信頼し任せる 3.87 ±  0.95 4.82 2.91 

産業保健チーム内での情報共有のしくみを取り決め実施する 4.32 ±  0.74 5.06 3.58 

産業保健チーム内で相互に支えあう環境をつくる 4.22 ±  0.92 5.13 3.30 

事業場が求めている産業保健部門の立ち位置をすりあわせる・・・＊ 4.39 ±  0.60 5.00 3.79 

事業場の被災状況・復興状況を把握し、組織の意思決定を引き出すための戦略を練る 3.90 ±  0.80 4.69 3.10 

災害時であっても社員や会社の自主性を促せるよう働きかける・・・＊ 3.57 ±  0.84 4.41 2.73 

目的達成に役立つネットワークを活用・構築する 4.11 ±  0.83 4.94 3.29 

産業保健専門職としての役割を適切に認識し、専門職として一貫した姿勢を持つ 4.37 ±  0.77 5.14 3.60 

自分の言動や判断を内省し、次につなげる 4.22 ±  0.68 4.90 3.54 

自分の特性や限界を理解した上で選択する・・・＊ 4.32 ±  0.69 5.00 3.63 

平時より社員や会社から信頼される関係性を築く 4.66 ±  0.52 5.18 4.14 

災害時の経験で得た気づきや知見を記録に残す 4.46 ±  0.60 5.06 3.87 

災害時に産業保健部門の力が最大限に発揮できるよう備える 4.23 ±  0.73 4.96 3.50 

災害時の経験を平時の産業保健実践に活かす 4.21 ±  0.78 4.98 3.43 
ゴシック体：天井効果を認めた項目 16 項目 ＊因子分析の過程において、分析から外した 7 項目  

 



表 3  災害時に必要な産業保健専門職のコンピテンシー 因子分析の結果 (n=97) 

 因子名 (Cronbach α) 
  項目（22 項目） 

因子 
1 2 3 

第 1 因子 組織調整力（α=0.91）    

   産業保健チーム内での情報共有のしくみを取り決め実施する .913 -.022 -.076 
   産業保健チームメンバーの能力や特性を見極めつつ役割分担する .793 -.013 .145 
   産業保健チームメンバーを信頼し任せる .739 -.097 .157 
   産業保健チーム内で相互に支えあう環境をつくる .697 -.260 .279 
   事業場の被災状況・復興状況を把握し、組織の意思決定を引き出すための 

戦略を練る 
.585 -.048 .152 

   緊急時に連絡を取り合う手段と方法を整備する .584 .235 -.269 
   必要な情報やデータを可能な範囲で収集し分析に活かす .580 .317 -.035 
   産業保健チームの活動の効果が上がるよう目標と方向性を合わせる .577 .213 .063 
   確実に社員に情報が伝わる仕組みや工夫を考え実践する .511 .323 -.291 
   目的達成に役立つネットワークを活用・構築する .371 .261 .200 

第 2 因子 状況に応じた実践力（α=0.85）    

  災害対応における指示命令系統を確認し、役割分担して業務にあたる .036 .708 -.134 
  刻々と変わる状況を的確にアセスメントし、起こり得る産業保健上の 

リスクを洗い出す 
.113 .647 -.140 

  災害が社員や事業場に及ぼす影響を長期的な面も含めて理解する -.053 .639 .077 
  災害時に産業保健部門の力が最大限に発揮できるように備える .057 .592 .207 
  潜在しているニーズを抽出し社員や会社に伝達する .020 .533 .005 
  自分の言動や判断を内省し、次につなげる -.144 .516 .431 
  災害時の経験で得た気づきや知見を記録に残す -.053 .496 .271 
  平時より社員や会社から信頼される関係性を築く -.038 .471 .190 
  今ある資源や機動力を見積り、優先順位をつけて業務を組み立てる .129 .456 .073 

第 3 因子 産業保健専門職としての一貫性（α=0.82）    

   災害時の経験を平時の産業保健実践に活かす .120 .036 .790 
   被災者である自身の状況も考慮しながら職務を果たす .106 -.158 .755 
   産業保健専門職としての役割を適切に認識し、専門職として一貫した 

姿勢をもつ 
-.120 .262 .645 

 



 
図１．災害時に必要な産業保健専門職のコンピテンシーリスト(表) 

  



 
図 2．災害時に必要な産業保健専門職のコンピテンシーリスト（裏） 
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